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平成２８年度 事 業 報 告

当事業年度は、公益法人制度改革により、一般財団法人に移行後４年目が経過し

ました。

この間、新たな制度設計と収益構造の抜本的な改革を図り、２６年度、２７年度、

２８年度と３年連続で経常増減額の黒字を達成し、公益目的支出計画を遂行しまし

た。また、今年度は当研究所の経営指針として、中期ビジョン「チャレンジ２０２

０」を定め、２９年度から全職員が全力をあげて取り組むことになりました。

１ 公益事業

公益目的支出計画に基づいて、事業の着実な推進を図りました。

主な事業は、以下のとおりです。

（１）研究誌「交通と統計」の発行

前年度同様に、年４回（５月、７月、１１月、３月）発行しました。

さらに、同誌に１０回にわたり連載された「輸送密度から鉄道の本質が見える

大内雅博著」を別冊として発行しました。

（２）交通・運輸関係調査機関等発表会（国土交通省）

発表会を以下のとおり実施しました。

・平成２８年７月 第６４回 交通・運輸関係調査機関等発表会（海外関係）

「日本のホテル産業の動向」

講師：ＮＰＯ法人観光情報流通機構理事長

目白大学・筑波学院大学 客員教授 石原 直 氏

・平成２９年１月 第６９回 交通・運輸関係調査機関等発表会（国内関係）

「地方自治体における高齢者に関わる交通サービス施策調査」

講師：一般財団法人交通統計研究所 中村 秀夫 氏

（３）交通研究者等に対して、各種情報を提供しました。

（４）国鉄関係の資料について、１名の方から寄贈を受けました。

（５）公益財団法人統計情報研究開発センター、一般社団法人日本交通協会、日本交通

学会等への賛助を行いました。
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（６）鉄道資料館の所蔵資料のうち「主要貨物駅別発着関係明細書（昭３９～４３年、

５９年 約２万７千頁）」について、ＰＤＦ化並びに製本を行いました。

以上の結果、当期の公益事業の経常増減額は、△22,057 千円（前年度△20,731 千円）

となりました。

２ 収益事業

当事業年度は、前年度に引き続き、国土交通省が実施する幹線鉄道旅客流動実態調査

の「分析業務」を受注しました。

また、主要関係会社から支援を引き続き受けることができました。

主な受注事業は次のとおりです。

○ 幹線鉄道旅客流動実態調査 105,000 千円

○ システム技術者の教育

・セキュア Web 教育 4,539 千円

○ システムサービスコンサルティング 32,300 千円

○ ファイル管理（資料のＰＤＦ化） 3,993 千円

このほかに、派遣事業収入 42,615 千円、不動産賃貸収入 18,045 千円を計上すること

ができました。

収益事業全体の収入は、208,276 千円（前年度 284,388 千円）となりました。

一方、経常費用は、177,782 千円（前年度 259,217 千円）となりました。

これにより、当期の経常増減額は、30,493 千円（前年度 25,171 千円）を計上するこ

とができました。

３ 幹線鉄道旅客流動実態調査

２８年度は分析業務として、２７年度の調査で回収した調査票の検票、トリップ抽出、

都道府県間ＯＤ表を中心とした各種集計処理を行い、前回、調査時からの旅客動向の変

化等の分析処理を実施しました。

現在の旅客流動の実態把握には、膨大なデータの分析に長期間を要するため、新しい

調査方法を模索し、２９年度から３年間をかけて、新たな調査方法を確立するための試

験調査が実施される予定です。
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庶 務 事 項

１ 登記及び届出等

主務官庁に対する登記及び届出

（１）登 記

評議員の変更登記 平成28年６月21日

代表理事の変更登記 平成28年11月22日

理事の変更登記 平成28年６月21日

（２）届 出

公益目的支出計画の実施報告 平成28年６月10日 内閣府あて

代表理事変更届 平成28年11月28日 内閣府あて

２ 役員等

（１）評議員の異動

辞 任

児 島 邦 昌 西日本旅客鉄道株式会社 執行役員 金沢支社長

前 川 忠 生 東日本旅客鉄道株式会社 常務執行役員

（平成28年６月10日）

新 任

田 路 耕 一 西日本旅客鉄道株式会社 執行役員 ＩＴ本部副本部長

黒 岩 雅 夫 東日本旅客鉄道株式会社 常務執行役員

（平成28年６月10日）

（２）代表理事の異動

辞 任

竹 井 大 輔 一般財団法人交通統計研究所 理事長

（平成28年11月14日）

新 任

惠 志 健 良 一般財団法人交通統計研究所 理事

（平成28年11月14日）

再 任

竹 井 大 輔 一般財団法人交通統計研究所 理事長

（平成28年６月10日）

（３）理事の異動

辞 任

竹 井 大 輔 一般財団法人交通統計研究所 理事長

（平成28年11月14日）
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退 任

大 内 敦 一般財団法人交通統計研究所 常務理事(非常勤)

（平成28年６月10日）

新 任

松 橋 賢 一 東日本旅客鉄道株式会社 総合企画本部システム企画部長

惠 志 健 良 鉄道情報システム株式会社 顧問

（平成28年６月10日）

再 任

竹 井 大 輔 一般財団法人交通統計研究所 理事長

中 野 勝 一般財団法人交通統計研究所 専務理事

石 川 肇 一般財団法人交通統計研究所 常務理事(非常勤)

髙 松 正 伸 一般財団法人交通統計研究所 理事(非常勤)

（平成28年６月10日）

（４）平成 29年３月 31 日現在の評議員、理事及び監事は次のとおりである。

（就任年月日）

ア 評議員 厚 地 純 夫 平成26年12月５日

同 伊 藤 直 彦 平成25年４月１日

同 今 城 光 英 平成25年４月１日

同 岩 田 守 弘 平成25年４月１日

同 上 村 宗 弘 平成26年12月５日

同 黒 岩 雅 夫 平成28年６月10日

同 剱 重 壽 和 平成26年12月５日

同 齋  充 平成26年６月４日

同 髙 取 芳 伸 平成27年11月27日

同 田 路 耕 一 平成28年６月10日

同 縄 野 克 彦 平成26年12月５日

同 村 山 邦 裕 平成26年３月12日

（50音順）

イ 理 事 長 惠 志 健 良 平成28年11月14日

専務理事 中 野 勝 平成28年６月10日

常務理事(非常勤)松 橋 賢 一 平成28年６月10日

同 石 川 肇 平成28年６月10日

理事(非常勤) 髙 松 正 伸 平成28年６月10日

ウ 監 事

（非常勤） 長 濱 正 孝 平成25年４月１日
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３ 会 議

本年度中に開催した会議は、評議員会３回、理事会４回。

（１）評議員会

開 催 日 会 議 内 容

定時評議員会

平成 28年６月 10 日

決議事項

第１号議案 平成 27年度事業報告及び計算書類等承

認の件

第２号議案 内閣府への「公益目的支出計画実施報告

書等」に係る提出書類の件

第３号議案 評議員２名選任の件

第４号議案 理事６名選任の件

報告事項

１．平成 28 年度事業計画書

２．幹線鉄道旅客流動実態調査（分析業務）の準備

状況について

第２回評議員会

平成 28年 12 月２日

報告事項

１．代表理事選任の件

２．平成 28 年度中間決算報告の件

３．幹線鉄道旅客流動実態調査（分析業務）の実施

状況について

第３回評議員会

平成 29年３月 31 日

報告事項

１．交通統計研究所の中期ビジョンに関する件

２．平成 29 年度事業計画に関する件

３．統計研究委員会の設置の件

４．平成 28 年度決算見込報告の件

５．幹線鉄道旅客流動実態調査（分析業務）の実施

状況の件

（２）理事会

開 催 日 会 議 内 容

第１回理事会

平成 28年５月 19 日

決議事項

第１号議案 平成 27年度事業報告及び計算書類等承

認の件

第２号議案 内閣府への「公益目的支出計画実施報告

書等」に係る提出書類の件

第３号議案 評議員１名推薦の件

第４号議案 理事任期満了に伴う６名推薦の件

第５号議案 平成 28 年度定時評議員会招集の件

第６号議案 平成 28 年度事業計画承認の件

報告事項

１．幹線鉄道旅客流動調査（分析業務）受注の状況に

ついて
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開 催 日 会 議 内 容

第２回理事会

平成 28年６月 10 日

決議事項

第１号議案 代表理事選定に関する件

第２号議案 業務執行理事選定に関する件

第３号議案 役員報酬に関する件

第３回理事会

平成 28年 11 月 14 日

決議事項

第１号議案 代表理事選任に関する件

第２号議案 平成 28年度第２回評議員会開催の件

第３号議案 特定個人情報取扱細則の制定の件

報告事項

１．平成 28 年度中間決算報告の件

２．幹線鉄道旅客流動実態調査（分析）の実施状況に

ついて

第４回理事会

平成 29 年３月３日

決議事項

第１号議案 交通統計研究所の中期ビジョンに関す

る件

第２号議案 平成 29 年度事業計画に関する件

第３号議案 平成 28 年度第３回評議員会開催の件

第４号議案 統計研究委員会設置に関する件

第５号議案 組織規程改正の件

第６号議案 委員会規程改正の件

報告事項

１．平成 28 年度決算見込報告の件

２．幹線鉄道旅客流動実態調査（分析）の実施状況

について
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